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習志野市区町村の給与・定員管理等について  

 

１ 総括  

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区 分 

 

住民基本台帳人口 

（４年１月１日）  

 歳 出 額 

        Ａ 

実質収支 人 件 費 

      Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

２年度の人件費率 

３年度 

 

             人 

17 5 , 3 7 2  

      千円 

64, 7 1 1 , 3 3 0  

    千円 

3,5 8 4 , 6 7 1  

    千円 

13, 1 6 2 , 2 9 0  

      ％ 

20 . 3  

              ％ 

15 . 9  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費  

 

 

 

  

 

(参考 )一人当

たり給与費  

Ｂ／Ａ  

(参 考 )類 似 団

体 平 均 一 人 当

た り 給 与 費  
給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当   計 Ｂ 

３年度 

 

    人  

1 , 2 6 9  

    千円 

5 , 1 3 3 , 1 2 5  

    千円 

1 , 6 4 0 , 9 9 6  

    千円 

2 , 1 1 8 , 1 0 7  

    千円 

8 , 8 9 2 , 2 2 8  

千円 

7,007 

       千円 

6,533 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数については、３年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任

用職員（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 (3) ラスパイレス指数の状況 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給

表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。 

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス

指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較する
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ため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。） 

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

したものである。 

※ ４年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年

連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

本市の年齢構成が国より若く、経験年数の若い職員の昇格時期が早くなっていること、人材確

保の観点から初任給が国より４号給高いこと及び、国と違い学歴（高卒・短大卒）による昇格

の差がないこと等が、本市のラスパイレス指数を押し上げていると考えております。  

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

①給料表の見直し 

［ 実施  未実施］ 

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の

場合には、その理由）） 

 

 

 

（給料表の改定実施時期）【施行日】平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。施行後、人事

院勧告を受け、平成２９年 4 月 1 日に０．２％引上げの遡及適用を実施した。 

また、激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

他の給料表（教育職）については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。 
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②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

③その他の見直し内容 

 

 

 

 

 (5)特記事項 

   な し  

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（４年４月１日現在）  

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区 分 

 

平 均 年 齢      

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

(国比較ベース) 

習志野市      40.6歳      315,829円   437,869円     384,477円 

千葉県      40.3歳      303,451円    406,013円  356,003円 

国      42.7歳      323,711円      ―     405,049円 

 類似団体      41.8歳      316,752円    420,454円     377,381円 

 

なし 

 

（支給割合）国基準１５％に対し、習志野市においては１３％を支給。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、令和３年４月１

日時点は１３％ 

（参考） 

 

平成

26 年

度の 支

給割 合  

平 成 27 年度の支

給割 合  平成

28 年

度の 支

給割 合  

平成

29 年

度の 支

給割 合  

平成

30 年

度の 支

給割 合  

令和 元

年度 の

支給 割

合  

令和 ２

年度 の

支給 割

合  

令和 ３

年度 の

支給 割

合  

令和 ４

年度 の

支給 割

合  

4 月 1

日時 点  

遡及 改

定後  

国 基 準

に よ る

支 給 割

合  

10％  11％  13％  15％  15％  15％  15％  15％  15％  15％  

習 志 野

市 の 支

給割 合  

10％  11％  13％  13％  13％  13％  13％  13％  13％  13％  
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②技能労務職 

 

 

   ③教育職  

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額  

習志野市     40.11歳 324,380円     411,937円 

千葉県     43.1歳 345,860円     418,394円 

類似団体     41.5歳 363,888円     446,974円 

 

  （注）１ 「平均給料月額」とは、４年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外   

勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

いて明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

 

 

 

 (2) 職員の初任給の状況（４年４月１日現在）  

区分 習志野市 千葉県 国  

一般行政職 
大学卒 188,700 円 188,700 円   182,200 円  

高校卒 154,900 円 154,900 円 150,600 円  

技能労務職 高校卒 152,800 円 152,700 円        

高校教育職 大学卒 211,300 円 211,300 円      

 

  

・技能労務職 (令和4年4月1日現在）

・ 民間データは、厚生労働省が公表する賃金構造基本統計調査のデータを使用（平成30年度～令和2年度の3ヵ年平均）

235.2千円 1.62

－ －

廃棄物処理業従業員 304.6千円 1.49

飲食物調理従事者 267.0千円 1.58

民間 参考

対応する民間の類似職種
平均給与月額

Ａ／Ｂ
（Ｂ）

うち自動車運転手 60.4歳

・ 技能労務職の職種と民間の類似職種の比較では、本市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データは短期雇用のアルバイト
や派遣職員等も含んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致していないため、単純に比較することはできない。

乗用自動車運転者（タクシー運転者を除く） 230.9千円 2.10

うち給食調理員 44.5歳

うち用務員 50.3歳

習志野市 －

うち清掃職員 46.6歳

－

他に分類されない運搬・清掃・包装等従事者

区　分
平均年齢

国 51.1歳 2,114人 286,570円 328,416円 ―

うち自動車運転手 56.3歳 3人 372,133円 485,166円 442,333円

うち用務員 58.5歳 8人 326,700円 381,913円 371,025円

うち給食調理員 55.1歳 11人 360,718円 421,672円 415,127円

うち清掃職員 52.3歳 16人 351,119円 454,064円 411,238円

習志野市 54.6歳 53人 350,808円 427,345円 407,032円

区　分

公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額（Ａ）
平均給与月額

（国ベース）
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（４年４月１日現在）  

区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

全職員 
大学卒 269,446 円 311,609 円 362,025  円 

高校卒 231,720 円 271,880 円 －  (※) 円 

一般行政職 
大学卒 267,372 円 306,843 円 360,275 円 

高校卒 231,950 円 269,300 円 －  (※) 円 

技能労務職   －  (※) 円 －  (※) 円 －  (※) 円 

教育職 大学卒 284,633 円  339,117 円 386,933 円 

（※）該当する職員が０名又は１名のため表示していない。         

 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（４年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

  

８ 級 

 

部長 １３人 2 . 3 %  408,100円 469,800円 

 

７ 級 

 

次長 ２２人 3 . 8％  362,900円 446,100円 

 

６ 級 

 

課長 ８７人 1 5 . 1％  319,200円 411,800円 

 

５ 級 

 

係長・主査 ６６人 1 1 . 4％  290,700円 395,400円 

 

４ 級 

 

係長・主査 ７７人 1 3 . 4％  266,000円 385,100円 

 

３ 級 

 

副主査・主任主事・主任技

師 
２０５人 3 5 . 5 %  234,400円 352,400円 

 

２ 級 

 

主事・技師 ６７人 1 1 . 6 %  185,000円 293,400円 

 

１ 級 

 

主事補・技師補 ４０人 6 . 9 %  150,100円 247,600円 

  （ 注）１ 習志野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 

 

 

(2) 昇給への人事評価の活用状況（習志野市）  

令和 4 年 4 月 2 日から令和 5 年 4 月 1 日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○  ○  

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）  ○  ○ 

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

 

 

  

1級

6.9%

1級

7.5%
1級

7.7%

2級

11.6%

2級

12.4%

2級

18.4%

3級

35.5%

3級

35.0%

3級

27.8%

4級

13.4%

4級

12.1%

4級

13.4%

5級

11.4%
5級

10.7%

5級

12.2%

6級

15.1%
6級

15.7%

6級

14.2%

7級

3.8%
7級

4.3%
7級

3.1%

8級

2.3%

8級

2.3%
8級

2.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和4年の構成比 1年前の構成比(R3) 5年前の構成比（H29）
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４ 職員の手当の状況  

 ( 1 )  期末手当・勤勉手当  

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

習志野市 千葉県 国 

１人当たり平均支給額（３年度） 

       １，５１７千円 

１人当たり平均支給額（３年度） 

      １，６５６千円 

－ 

 

（３年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

2.40月分     1 . 9 0月分 

  (1.35)月分     (0.90)月分 

（３年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.40月分       1.90月分 

 ( 1.35)月分    (0.90)月分 

（３年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.55月分        1.90月分 

 ( 1.45)月分     (0.90)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算  5％ ～ 20％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算   5％ ～ 20％  

・ 管 理 職 加 算  15％ ・ 2 5％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算   5％ ～ 20％  

・ 管 理 職 加 算  10％ ～ 2 5％  

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（習志野市） 

令和 4 年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○  

 

活用している成績率 
支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○ ○   

上位、標準の成績率     

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ． 人事評価を活用していない  ○ 

   活用予定時期  令和５年度 

 

 (2) 退職手当（４年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

習志野市 国   

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（支給率）   自己都合    応募認定・定年 

勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075月分 

勤 続 3 5 年        39.7575月分    47.709月分 

最高限度額    47.709月分    47.709月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置 （2～30％） 

1人当たり平均支給額（令和３年度決算）  

自己都合    9,511千円    

定 年     2 1 , 4 0 4千円  

（支給率）   自己都合  応募認定・定年 

勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075月分 

勤 続 3 5 年        39.7575月分    47.709月分 

最高限度額    47.709月分    47.709月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置 （2～45％） 

                                       

   

 

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、３年度に退職した職員に支給された平均額である。   
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(3) 地域手当（４年４月１日現在） 

支 給 実 績（３年度決算）      802,893千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）             491,366円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全 域        13 ％       1,634 人           15 ％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

  99.4  

（101.2） 

 

（注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公

務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づ

く地域手当支給率）により算出。） 

 

 

 (4) 特殊勤務手当（４年４月１日現在） 

支給実績（３年度決算） ３ ０ ， ０ １ ３ 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）   ７ ３ ， ５ ６ １ 円   

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度）  ２ ５ ． ０ ％  

手当の種類（手当数） ２ ４    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(３年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業務に従事した職員 災害発生に係る措置

及び復旧作業 

２７千円 1 日につき 1,700 円 

消防業務手当 消 防 本 部 の 職 員  救 急 業 務 及 び 火 災

現 場 に お け る 消 火

作 業 等  

６，２１８ 

千円 

1回につき200円～ 

510円 

薬剤散布作業

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

薬 剤 の 散 布 作 業  ０千円 1日につき250円 

路上作業手当 都 市 整 備 部 の 職 員

等  

道 路 の 舗 装 及 び 補

修 作 業  

４０千円 1日につき200円 

葬祭事業手当 社 会 福 祉 課 の 職 員  葬 祭 業 務  ０千円 1件につき450円 

行旅死病人取

扱手当 

保 健 福 祉 部 の 職 員  行 旅 死 病 人 の 処 理

又 は 収 容 の 作 業  

０千円 1件につき1,000円

～3,000円 

し尿処理作業

手当 

ク リ ー ン セ ン タ ー

及 び 津 田 沼 浄 化 セ

ン タ ー に 勤 務 す る

職 員  

し 尿 の 収 集 、 運 搬

作 業 及 び し 尿 処 理

施 設 で し 尿 の 処 理

作 業  

０千円 1日につき500円 

ごみ処理作業

手当 

ク リ ー ン セ ン タ ー

に 勤 務 す る 職 員  

ご み の 収 集 、 運 搬 、 処 理

作 業 及 び ご み 処 理 作 業  

１，６６２ 

千円 

1日につき400円 

下水処理作業

手当 

下 水 道 課 及 び 道 路

交 通 課 に 勤 務 す る

職 員  

下 水 の 管 渠 及 び 側

溝 の 清 掃 作 業  

３５８千円 1日につき350円～ 

400円 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(３年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

犬、ねこ等死

体処理作業手

当 

ク リ ー ン セ ン タ ー

に 勤 務 す る 職 員  

犬 、 ね こ そ の 他 動

物 の 死 体 の 処 理 作

業  

１７０千円 1回につき200円 

ケースワーカ

ー手当 

保 健 福 祉 部 及 び こ

ど も 部 に 勤 務 す る

職 員  

ケ ー ス ワ ー カ ー と

し て の 業 務  

２，１０２ 

千円 

1月につき3,500円 

整理手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

市 税 及 び 税 外 収 入

の 滞 納 分 の 徴 収 又

は 滞 納 処 分  

 

３２千円 1日につき170円～ 

300円 

用地交渉手当 財 産 管 理 課 、 市 街

地 整 備 課 、 下 水 道

課 に 勤 務 す る 職 員  

 

公 共 用 地 取 得 の た

め に 行 う 交 渉 及 び

補 償 交 渉  

２千円 1日につき100円～1

20円 

防疫手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

感 染 症 の 防 疫 作 業  ３３千円 1日につき300円 

防疫等作業 

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル

ス 感 染 の 患 者 又 は

そ の 疑 い の あ る 者

が い る 区 域 又 は い

た 区 域 で 、 新 型 コ

ロ ナ ウ イ ル ス 感 染

症 か ら 市 民 等 の 生

命 及 び 健 康 を 守 る

た め に 緊 急 に 行 わ

れ た 措 置 に 係 る 作

業  

４，８３６ 

千円 

1日につき3,000円 

～4,000円 

施設管理者 

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 業 務  

５３６千円 1月につき1,500円

～2,000円 

教員特殊業務

手当 

教 育 職 員  教 育 職 員 が 従 事 す

る 非 常 災 害 等 の 緊

急 業 務  

１２，７００ 

千円 

1日につき1,800円

～8,000円 

教員業務連絡

指導手当 

教 育 職 員 の う ち 教

務 主 任 、 学 年 主 任

等  

高 等 学 校 に 勤 務 す

る 職 員 が 従 事 す る

教 務 そ の 他 の 教 育

に 関 す る 業 務 に つ

い て の 連 絡 調 整 及

び 指 導 助 言 等  

３３７千円 1日につき200円 
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 (5) 時間外勤務手当 

支給実績（３年度決算） ４６４，９５３千円 

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）  ４１９千円 

支 給 実 績 （ ２ 年 度 決 算 ）  ４５２，５７４千円 

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）  ４０４千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（３年度決算）」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む 

 

 (6) その他の手当（４年４月１日現在） 

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

 （ ３ 年 度 決 算 ）  

支給職員１人当

たり 

平均支給年額 

（３年度決算） 

 扶 養 手 当      ･配 偶 者 6 , 5 0 0 円  

･配 偶 者 以 外 の 扶 養

親 族 で 子 の 場 合  

1人  1 0 , 0 0 0 円  

･上 記 以 外  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま で

の 子 等  

 1人  5 , 0 0 0 円 を

加 算  

同 じ   １２５，６９２

千円 

１９６，３９３

円 

 住 居 手 当      ･借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 6 , 0 0 0 円 を

超 え る 場 合 に 限 る

） 家 賃 の 額 に 応 じ 2

8 , 0 0 0円 を 限 度 に 支

給  

同 じ    ８６，７１２ 

千円 

２７９，７１７

円 

 通 勤 手 当      ･電 車 ・ バ ス を 利 用

す る 場 合 、 交 通 機

関 が 発 行 し て い る

最 も 長 い 通 用 期 間

の 定 期 代 相 当 額 を

全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を 使 用 す

る 場 合 、 使 用 距 離

に 応 じ て 2 , 0 0 0円 ～

3 8 , 4 0 0円  

異 な る  国 ） 交 通 機

関 ： 5 5 , 0 0 0 /

月 が 支 給 上

限  

交 通 用 具 使

用 者 ： 使 用

距 離 に 応 じ

て  

2 , 0 0 0円 ～ 3 1

, 6 0 0円  

１１４，２５５ 

千円 

８５，３２８円 

単身赴任手当 ･官 署 を 異 に す る 移 動

等 に 伴 い 転 居 し 、 や

む を 得 な い 事 情 に よ

り 配 偶 者 と 別 居 し 、

単 身 で 生 活 す る 事 を

常 況 と す る 職 員 等 に

支 給  

同 じ   無 無 
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手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ ３ 年 度 決 算 ）  

支給職員１人当

たり 

平均支給年額 

（３年度決算） 

休日勤務手当 ･休 日 に お け る 正 規

の 勤 務 時 間 中 に 勤

務 す る 事 命 ぜ ら れ

た 職 員 に 支 給  

同 じ   ６７，５０１ 

千円 

１８０，００３

円 

夜間勤務手当 ･正 規 の 勤 務 時 間 と

し て 深 夜 に 勤 務 す

る 職 員 に 支 給  

同 じ   １１，６８５ 

千円 

６８，３３６円 

宿日直手当 ･宿 日 直 勤 務 を 命 ぜ

ら れ た 職 員 が 勤 務

し た 場 合 に 支 給  

同 じ   無 無 

管理職手当 ･管 理 又 は 監 督 の 地

位 に あ る 職 員 の う

ち 、 官 職 応 じ て 3 7 ,

0 0 0円 ～ 8 2 , 2 0 0円 /

月  

同 じ   １３８，８６１ 

千円 

６０９，０４２

円 

管理職員特別

勤務手当 

･臨 時 又 は 緊 急 の 必

要 等 に よ り 平 日 深

夜 及 び 、 週 休 日 又

は 祝 日 法 に よ る 休

日 若 し く は 年 末 年

始 の 休 日 等 に 勤 務

し た 場 合 に 支 給 。

官 職 に 応 じ て  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0円

/回  

異 な る  官 職 に 応 じ

て 6,00 0円

～ 12,0 0 0円

/回  

３，５０８千円 １１３，１６１

円 

義務教育等教

員特別手当 

･教 育 職 員 に つ い て

職 務 の 級 及 び 号 給

に 応 じ て 支 給  

  ３，７６６千円 ５８，８４３円 

災 害 派 遣 手 当  ･災 害 応 急 対 策 又 は

災 害 普 及 の た め に

派 遣 さ れ た 職 員 が

住 所 又 は 居 所 を 離

れ て 本 市 の 区 域 内

に 滞 在 す る こ と を

要 す る 場 合 に 支 給  

      無       無  

武 力 攻 撃 災 害

等 派 遣 手 当  

･国 民 の 保 護 の た め

の 措 置 の 実 施 の た

め 派 遣 さ れ た 職 員

が 住 所 又 は 居 所 を

離 れ て 本 市 の 区 域

内 に 滞 在 す る こ と

を 要 す る 場 合 に 支

給  

      無       無  
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手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

 （ ３ 年 度 決 算 ）  

支給職員１人当

たり 

平均支給年額 

（３年度決算） 

新 型 ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ

等 緊 急 事 態 派

遣 手 当  

･新 型 ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ等 緊

急 事 態 措 置 の た め

に 派 遣 さ れ た 職 員

が 住 所 又 は 居 所 を

離 れ 本 市 区 域 内 に

対 す る 事 を 要 す る

場 合 に 支 給  

      無       無  

 

５ 特別職の報酬等の状況（４年４月１日現在）  

 
区     分 給 料 月 額 等                     

給 

料 

市 区 町 村 長 

 

副 市 町 村 長 

 

       ９５０，０００  円 

 

       ８１０，０００  円 

     

（参考）類似団体における最高／最低額 

   1,130,000円／834,700円 

 

         930,000円／716,400円 

 

報 

酬 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

       ５４０，０００  円 

 

       ５００，０００  円 

 

       ４８０，０００  円 

 

         724,000円／463,000円 

 

         660,000円／420,000円 

 

         606,000円／400,000円 

 

期
末
手
当 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

       （３年度支給割合） 

                ４．３月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （３年度支給割合） 

                ４．３月分 

         

退
職
手
当 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

 （算定方式）            （１期の手当額）      （支給時期） 

 95万円×在職月数×45/100       ２，０５２万円      任期毎 

81万円×在職月数×25/100        ９７２万円     任期毎 

             

備   考  

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期   

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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６ 職員数の状況  

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

 

 

  
    区分 職員数 対前年 

主な増減要因 

部門         令和 4 年 令和 3 年 増減数 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会 10 10 0   

総務企画 159 160 △ 1 欠員不補充  

税務 56 56 0   

民生 278 283 △ 5 退職者不補充  

衛生 96 93 3 新型コロナウイルス感染症対応  

労働 0 0 0   

農林水産 6 6 0   

商工 9 9 0   

土木 120 118 2 都市計画道路対応  

小  計 734 735 △ 1   

教育部門 332 327 5 欠員補充  

消防部門 209 207 2 救急体制拡充  

小  計 1,275 1,269 6   

公
営
企
業
等
会

計
部
門 

水道 30 29 1 人員調整  

下水道 28 30 △ 2 欠員不補充、人員調整  

その他 109 109 0   

小  計 167 168 △ 1   

合   計 
1,442  1,437  5 <参考> 人口１万人当たり職員数  

82.4 人    【1,837】 【1,837】 【0】 

                                                                      

（注）１ 職員数は、教育長を除く一般職に属する職員数、第２号会計年度任用職員は含まない。 

２ [     ]内は、条例定数の合計である。  

３ 令和 4 年 3 月 31 日時点住民基本台帳人口 175,076 人 
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( 2 )  年齢別職員構成の状況（４年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 (3) 職員数の推移 

部門別      

年度 
平成 30 年  平成 31 年  令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 

過去 5 年間 

の増減率（率） 

一般行政 748 724 731 731 735 734 △ 14 （△1.9%） 

教育 312 340 333 333 327 332 20 （6.4%） 

消防 206 206 206 206 207 209 3 （1.5%） 

普通会計計 1,266 1,270 1,270 1,270 1,269 1,275 9 （0.7%) 

公営企業等

会計計 
169 167 167 167 168 167 △ 2 （1.2%） 

総合計 1,435 1,437 1,437 1,437 1,437 1,442 7 （0.5%） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

  

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

令和4年

5年前(H29)

（注）教育長を除く。

区分

40歳

43歳 51歳

56歳52歳44歳

55歳 59歳 以上47歳

48歳 60歳

～～ ～ ～

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

～

31歳 35歳 39歳

計～ ～ ～ ～ ～

1,442124141 165 182 160職員数 8 59 19139

未満 23歳 27歳

115 183 147
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７ 公営企業職員の状況  

 

 (1) ガス事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

２年度の総費用に占

める職員給与費比率 

３年度 

 

         千円 

6,0 8 7 , 5 8 8  

       千円 

28 6 , 9 1 6  

        千円 

55 1 , 7 2 6  

             ％ 

9. 0 6  

                ％ 

10 . 5 0  

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 26 ,3 5 7 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

(参考 )市町村 平均

一人 当たり給 与費  給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計 Ｂ 

３年度 

 

    人 

6 6  

    千円 

2 3 6 , 3 4 4  

    千円 

8 4 , 2 1 0  

    千円 

6 7 , 2 9 3  

    千円 

3 8 7 , 8 4 7  

       千円 

5 , 8 7 7  

       千円 

6 , 3 5 4  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数については、４年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 

イ  特記事項 
 
 
 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（４年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企 業 局        41.7歳     364,409円 521,608円 

団 体 平 均       47.7歳     356,139円 526,674円 

事 業 者          歳        円 

      （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。 
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    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（３年度）    

              1,573千円 

（３年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

        2 . 4月分      1 . 9月分 

       ( 1 . 3 5 )月分    ( 0 . 9 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役 職 加 算  5～ 20％  

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

イ 退職手当（４年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）    自己都合  応募認定・定年 

 勤 続 2 0 年       19.6695月分 24.586875月分 

 勤 続 2 5 年       28.0395月分  33.27075月分 

 勤 続 3 5 年       39.7575月分   47.709月分 

 最高限度   47.709月分   47.709月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給    2～ 30％    ) 

 1人当たり平均支給額 24,676千円  74,026千円 

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ３ 年 度 に 退 職 し た 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                

である。 

 

 

ウ 地域手当（４年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（３年度決算）           32,590千円  

 

              

    

              

    

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）               517,293円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域        13 ％           63人              13 ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 
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エ 特殊勤務手当（４年４月１日現在）  

支給実績（３年度決算） 2,3 5 1千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 38, 5 2 8円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度） 92. 4％  

手当の種類（手当数） ８  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(３年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災 害 出 勤 手

当  

業 務 に 従 事 し た 職

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

116千円 
１回につき1,700円 

又は1,000円 

特殊作業手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、 操 作 及 び

掘 削 作 業  

0千円 １日につき400円 

下 水 処 理 作 業

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

下 水 の 管 渠 又 は

側 溝 の 清 掃 作 業  
0千円 

１日につき400円又

は350円 

未納整理手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  
0千円 １日につき300円 

供給停止手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

ま た は 給 水 停 止  
0千円 １日につき300円 

用地交渉手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

公 共 用 地 取 得 の

た め の 交 渉  
0千円 

１日につき120円又

は100円 

交代勤務手当 交 代 勤 務 職 員  第 ２ 直 勤 務  1,575千円 
勤務１回につき 

4,200円 

施 設 管 理 者 等

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、

規 則 に 定 め ら れ

た 施 設 等 の 管 理

業 務  

660千円 

１ か 月 に つ き  

1,5 0 0円  

～ 10, 0 0 0円  

 

 

オ 時間外勤務手当  

支 給 実 績 （ ３ 年 度 決 算 ）                         21,771千円 

職 員 1人 当 た り 平 均 支 給 年 額  

（ ３ 年 度 決 算 ）  
                          389千円 

支 給 実 績 （ ２ 年 度 決 算 ）                         23,262千円 

職 員 1人 当 た り 平 均 支 給 年 額  

（ ２ 年 度 決 算 ）  
                          423千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（３年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 
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カ その他の手当（４年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績
 

（３年度決算）
 

支給職員 1人当た  り

平均支給年額 

（３年度決算） 

 扶 養 手 当      ・配偶者6,500円 

・配偶者以外の扶養親族で

子の場合1人10,000円 

・上記以外1人6,500円 

・16歳から22歳までの子等 

1人5,000円を加算 

同 じ          千円 

7,499 

         円 

202,669 

 住 居 手 当      ・借家の場合（家賃16,000

円を超える場合に限る）家

賃の額に応じ28,000円を限

度に支給 

同 じ          千円 

5, 0 6 9  

         円 

29 8 , 1 2 3  

 通 勤 手 当      ・電車・バスを利用する場

合、交通機関が発行してい

る最も長い通用期間の定期

代相当額を全額支給 

・乗用車等を使用する場合

、使用距離に応じて2,000円

～38,400円 

同 じ          千円 

4, 3 0 3  

         円 

81 , 1 8 6  

単 身 赴 任 手

当  

・官署を異にする移動等に

伴い転居し、やむを得ない

事情により配偶者と別居し

、単身で生活する事を常況

とする職員等に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

休日出勤手

当 

・休日における正規の勤務

時間中に勤務する事命ぜら

れた職員に支給 

同 じ          千円 

1, 9 1 0  

         円 

70 , 7 1 7  

夜間勤務手

当 

・正規の勤務時間として深

夜に勤務する職員に支給 

同 じ          千円 

1, 0 8 9  

         円 

13 6 , 0 5 0  

宿日直手当 ・宿日直勤務を命ぜられた

職員が勤務した場合に支給 

同 じ          千円 

2, 7 0 1  

         円 

39 , 7 2 1  

管理職手当 ・管理又は監督の地位にあ

る職員のうち、官職応じて 

37,000円～82,200円/月 

同 じ          千円 

6, 6 3 8  

         円 

60 3 , 4 3 7  

管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・臨時又は緊急の必要等に

より平日深夜及び、週休日

又は祝日法による休日若し

くは年末年始の休日等に勤

務した場合に支給。官職に

応じて4,000円～12,000円/

回 

同 じ          千円 

53  

         円 

6, 6 2 5  
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(2) 水道事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

２年度の総費用に占

める職員給与費比率 

３年度 

 

         千円 

1,9 3 4 , 5 7 1  

       千円 

18 3 , 6 0 0  

        千円 

23 3 , 1 7 2  

             ％ 

12 . 0 5  

                ％ 

13 . 1 0  

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 18 ,9 2 8 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

(参考 )市町村 平均

一人 当たり給 与費  給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計 Ｂ 

３年度 

 

    人 

3 0  

    千円 

1 1 1 , 2 9 2  

    千円 

3 6 , 3 9 6  

    千円 

3 2 , 8 1 5  

    千円 

1 8 0 , 5 0 3  

       千円 

6 , 0 1 7  

       千円 

6 , 0 2 9  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数については、４年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 

イ  特記事項 
 
 
 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（４年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企 業 局       42.3歳     378,299円 538,011円 

団 体 平 均      45.5歳     335,492円 501,390円 

事 業 者          歳        円 

      （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。 
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    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（３年度）    

              1,664千円 

（３年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

        2 . 4月分      1 . 9月分 

       ( 1 . 3 5 )月分    ( 0 . 9 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役 職 加 算  5～ 20％  

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

イ 退職手当（４年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）    自己都合  応募認定・定年 

 勤 続 2 0 年       19.6695月分 24.586875月分 

 勤 続 2 5 年       28.0395月分  33.27075月分 

 勤 続 3 5 年       39.7575月分   47.709月分 

 最高限度   47.709月分   47.709月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給    2～ 30％    ) 

 1人当たり平均支給額   0千円       0千円 

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ３ 年 度 に 退 職 し た 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                

である。 

 

 

ウ 地域手当（４年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（３年度決算）           15,503千円  

 

              

    

              

    

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）               534,589円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域        13 ％           29人              13 ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 
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エ 特殊勤務手当（４年４月１日現在）  

支給実績（３年度決算） 416千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 8,6 5 4円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度） 160％  

手当の種類（手当数） ８  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(３年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災 害 出 勤 手

当  

業 務 に 従 事 し た 職

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

116千円 
１回につき1,700円 

又は1,000円 

特殊作業手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、 操 作 及 び

掘 削 作 業  

0千円 １日につき400円 

下 水 処 理 作 業

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

下 水 の 管 渠 又 は

側 溝 の 清 掃 作 業  
0千円 

１日につき400円又

は350円 

未納整理手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  
0千円 １日につき300円 

供給停止手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

ま た は 給 水 停 止  
0千円 １日につき300円 

用地交渉手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

公 共 用 地 取 得 の

た め の 交 渉  
0千円 

１日につき120円又

は100円 

交代勤務手当 交 代 勤 務 職 員  第 ２ 直 勤 務  0千円 
勤務１回につき 

4,200円 

施 設 管 理 者 等

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、

規 則 に 定 め ら れ

た 施 設 等 の 管 理

業 務  

300千円 

１ か 月 に つ き  

1,5 0 0円  

～ 10, 0 0 0円  

 

 

オ 時間外勤務手当  

支 給 実 績 （ ３ 年 度 決 算 ）                          8,578千円 

職 員 1人 当 た り 平 均 支 給 年 額  

（ ３ 年 度 決 算 ）  
                          390千円 

支 給 実 績 （ ２ 年 度 決 算 ）                          6,947千円 

職 員 1人 当 た り 平 均 支 給 年 額  

（ ２ 年 度 決 算 ）  
                          464千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（３年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 
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カ その他の手当（４年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績
 

（３年度決算）
 

支給職員 1人当た  り

平均支給年額 

（３年度決算） 

 扶 養 手 当      ・配偶者6,500円 

・配偶者以外の扶養親族で

子の場合1人10,000円 

・上記以外1人6,500円 

・16歳から22歳までの子等 

1人5,000円を加算 

同 じ          千円 

2, 6 6 7  

         円 

20 5 , 1 1 6  

 住 居 手 当      ・借家の場合（家賃16,000

円を超える場合に限る）家

賃の額に応じ28,000円を限

度に支給 

同 じ          千円 

1, 9 2 6  

         円 

32 1 , 0 0 0  

 通 勤 手 当      ・電車・バスを利用する場

合、交通機関が発行してい

る最も長い通用期間の定期

代相当額を全額支給 

・乗用車等を使用する場合

、使用距離に応じて2,000円

～38,400円 

同 じ          千円 

1, 8 7 9  

         円 

85 , 3 8 3  

単 身 赴 任 手

当  

・官署を異にする移動等に

伴い転居し、やむを得ない

事情により配偶者と別居し

、単身で生活する事を常況

とする職員等に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

休日出勤手

当 

・休日における正規の勤務

時間中に勤務する事命ぜら

れた職員に支給 

同 じ          千円 

34  

         円 

8, 3 8 4  

夜間勤務手

当 

・正規の勤務時間として深

夜に勤務する職員に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

宿日直手当 ・宿日直勤務を命ぜられた

職員が勤務した場合に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

管理職手当 ・管理又は監督の地位にあ

る職員のうち、官職応じて 

37,000円～82,200円/月 

同 じ          千円 

5, 2 8 9  

         円 

66 1 , 0 5 0  

管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・臨時又は緊急の必要等に

より平日深夜及び、週休日

又は祝日法による休日若し

くは年末年始の休日等に勤

務した場合に支給。官職に

応じて4,000円～12,000円/

回 

同 じ          千円 

14 1  

         円 

14 , 1 0 0  
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(3) 下水道事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

２年度の総費用に占

める職員給与費比率 

３年度 

 

         千円 

5,5 7 3 , 4 4 8  

       千円 

55 8 , 5 6 1  

        千円 

23 8 , 1 9 4  

             ％ 

4. 2 7  

                ％ 

3. 9 0  

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 50 ,6 4 2 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

(参考 )市町村 平均

一人 当たり給 与費  給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計 Ｂ 

３年度 

 

    人 

3 1  

    千円 

1 1 5 , 9 2 6  

    千円 

3 8 , 7 1 6  

    千円 

3 4 , 0 3 7  

    千円 

1 8 8 , 6 7 9  

       千円 

6 , 0 8 7  

       千円 

5 , 9 2 1  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数については、４年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 

イ  特記事項 
 
 
 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（４年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企 業 局        42.6歳     341,595円 482,974円 

団 体 平 均       43.9歳     331,629円 493,022円 

事 業 者          歳        円 

      （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。 
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    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（３年度）    

              1,635千円 

（３年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

        2 . 4月分      1 . 9月分 

       ( 1 . 3 5 )月分    ( 0 . 9 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 役 職 加 算  5～ 20％  

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

イ 退職手当（４年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）    自己都合  応募認定・定年 

 勤 続 2 0 年       19.6695月分 24.586875月分 

 勤 続 2 5 年       28.0395月分  33.27075月分 

 勤 続 3 5 年       39.7575月分   47.709月分 

 最高限度   47.709月分   47.709月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給    2～ 30％    ) 

 1人当たり平均支給額   0千円       0千円 

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ３ 年 度 に 退 職 し た 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                

である。 

 

 

ウ 地域手当（４年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（３年度決算）         15,896千円  

 

              

    

              

    

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）               529,856円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域        13 ％           30人              13 ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 
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エ 特殊勤務手当（４年４月１日現在）  

支給実績（３年度決算） 47千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 3,3 4 2円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度） 45. 2％  

手当の種類（手当数） ８  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(３年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災 害 出 勤 手

当  

業 務 に 従 事 し た 職

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

3千円 
１回につき1,700円 

又は1,000円 

特殊作業手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、 操 作 及 び

掘 削 作 業  

8千円 １日につき400円 

下 水 処 理 作 業

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

下 水 の 管 渠 又 は

側 溝 の 清 掃 作 業  
0千円 

１日につき400円又

は350円 

未納整理手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  
0千円 １日につき300円 

供給停止手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

ま た は 給 水 停 止  
0千円 １日につき300円 

用地交渉手当 
業 務 に 従 事 し た 職

員  

公 共 用 地 取 得 の

た め の 交 渉  
0千円 

１日につき120円又

は100円 

交代勤務手当 交 代 勤 務 職 員  第 ２ 直 勤 務  0千円 
勤務１回につき 

4,200円 

施 設 管 理 者 等

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、

規 則 に 定 め ら れ

た 施 設 等 の 管 理

業 務  

36千円 

１ か 月 に つ き  

1,5 0 0円  

～ 10, 0 0 0円  

 

 

オ 時間外勤務手当  

支 給 実 績 （ ３ 年 度 決 算 ）                         11,269千円 

職 員 1人 当 た り 平 均 支 給 年 額  

（ ３ 年 度 決 算 ）  
                          434千円 

支 給 実 績 （ ２ 年 度 決 算 ）                         11,614千円 

職 員 1人 当 た り 平 均 支 給 年 額  

（ ２ 年 度 決 算 ）  
                          505千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（３年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 
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カ その他の手当（４年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績
 

（３年度決算）
 

支給職員 1人当た  り

平均支給年額 

（３年度決算） 

 扶 養 手 当      ・配偶者6,500円 

・配偶者以外の扶養親族で

子の場合1人10,000円 

・上記以外1人6,500円 

・16歳から22歳までの子等 

1人5,000円を加算 

同 じ          千円 

3, 3 9 9  

         円 

21 2 , 4 3 8  

 住 居 手 当      ・借家の場合（家賃16,000

円を超える場合に限る）家

賃の額に応じ28,000円を限

度に支給 

同 じ          千円 

2, 0 9 9  

         円 

29 9 , 8 2 9  

 通 勤 手 当      ・電車・バスを利用する場

合、交通機関が発行してい

る最も長い通用期間の定期

代相当額を全額支給 

・乗用車等を使用する場合

、使用距離に応じて2,000円

～38,400円 

同 じ          千円 

3, 0 2 8  

         円 

12 1 , 0 8 1  

単 身 赴 任 手

当  

・官署を異にする移動等に

伴い転居し、やむを得ない

事情により配偶者と別居し

、単身で生活する事を常況

とする職員等に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

休日出勤手

当 

・休日における正規の勤務

時間中に勤務する事命ぜら

れた職員に支給 

同 じ          千円 

58  

         円 

14 , 3 7 4  

夜間勤務手

当 

・正規の勤務時間として深

夜に勤務する職員に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

宿日直手当 ・宿日直勤務を命ぜられた

職員が勤務した場合に支給 

同 じ          千円 

0 

         円 

0 

管理職手当 ・管理又は監督の地位にあ

る職員のうち、官職応じて 

37,000円～82,200円/月 

同 じ          千円 

2, 9 5 0  

         円 

58 9 , 9 2 0  

管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・臨時又は緊急の必要等に

より平日深夜及び、週休日

又は祝日法による休日若し

くは年末年始の休日等に勤

務した場合に支給。官職に

応じて4,000円～12,000円/

回 

同 じ          千円 

31  

         円 

6, 2 0 0  

 

 


